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はじめに

近年，防火対象物や危険物施設の数が増加

するとともに，個々の対象物も大規模化，複

雑化しており，火災などの災害危険性はます

ます増大している。このため，災審の発生や

拡大の防止を担う消防機関では，コンピュー

タを利用して業務の迅速化，効率化を図るこ

とが必要になってきている。

大都市の消防機関では，既にコンピュータ

を利用した警防，予防業務のシステム化を実

施あるいは計画しているところが多い。しか

し，中・小都市では，コストなどの理由によ

りシステム化を実施しているところが少ない

のが現状である。　　　　　

妓近では，コンピュータ機器の性能の向上

や経理に関する一般事務管理の３つに大きく

分けられる。これらの業務のシステム化を行

う主な目的は次のようになろう。

①　警防業務

迅速かつ的確な災害活動（救急活動も

含む）を支援することにより，災害によ

る被害の低減を図る。

②　予防業務

事務の効率化を行うとともに防火対象

物や危険物施設の現況を正確に把握する

ことにより地域の防火水準の向上を図る。

③　一般事務管理

事務の効率化を行い，警防及び予防業

務の強化を図る。

や価格の低下などにより，都市の規模に応じ　　3. システム化の基本方針

た効果的な消防業務のシステム化が可能と考

えられ，これを検討することは有意義なこと

といえよう。

以上のような理由から，当センターでは，

中規模都市（人口が概ね10万人～40万人程度

の都市）を対象に，消防業務のシステム化方

策の検討を行った1）。ここでは。その概要に

ついて述べる。

2. システム化の目的

消防業務は，災害の発生に対応する警防業

務，災害の発生を未然に防ぐ予防業務．総務
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警防・予防業務は，災害の発生や拡大を防

止することを月的とした消防本来の業務であ

り，消防独特なシステムとしてシステム化さ

れる。これに対して，一般事務管理は，総務，

経理等に関する業務であり，一般的なＯＡシ

ステムとしてシステム化され，警防・予防の

システムとは独立したものとなろう。

したがって，ここでは，消防本来の業務で

ある警防及び予防業務のシステム化について

検討する。その場合，効率的にシステム化を

行うためには，警防，予防業務を全く別個に

システム化するのではなく，データや機器の
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共用を図り総合的な消防情報

システムとして構築すること

が望ましい。

4｡ システムの処理機能

警防業務では，災害による

被害の低滅を図るうえで，指

令管制，情報支援のシステム

化が不可欠となる。

指令管制は，災害の通報受

付から出動までの時闘短縮を

目的としてシステム化され次

のような機能が必要になる。

①　通報受付

②　災害地点決定

③　災害種別決定

④　出助隊細成

⑤　出動指令

表１　システ ム処理機能 とシステ ム化優先度

シ ステム化業 務 システ ム処理 機能 優先 度

警防業務 指 令 竹 制 災害通報の受付から出動 まで

の一連の指令管制業 務の支援 を
行う。

Ａ

情 報 支 援 病院状況， 水利状況，対 象物
状況など災害活動に必要な情報
を検索し,災害現場に提供する。

Ａ

災害記録，
災害統計

災害活動終了後，活動状況や

被害状
況など を記録する｡ また，

定期的に月報，年報などを作成
したり統計処理を行う。

Ｂ

予防業務 台 帳 管 理 防火対象物や危険物施設に関
する台帳類を格納し，必要に応
じて登録， 更新． 削除，検索な
どを行う。

Ａ

査察・違反
処理

立入検査や違反処理業務の支

援を行う。ただし査察結果の入
力は台帳管理に含める。

Ｂ

防火基準適
合表示

不特定多数の者を収容する防
火対象物が一定の防火基準に適

合しているかの調査，判定の支
援を行う。

Ｂ

予 防 統 計 防火対象物，危険物施設など

に関する各種統計・集計処理を
行う。

Ｂ

情報支援は，災害現場で迅速・的確な活動

を行うために，水利状況，病院状況，対象物

状況などの情報を出動隊に支援するためのも

のである。

この他に,事務の効率化を目的とした火災，

救急，救助等の災害記録，またこれに基づく

災害統計のシステム化か考えられる。

予防業務では，事務の効率化や防火水準の

向上を図るといった観点から，防火対象物や

システム化優先度を表１に整理する。ここで，

優先度Ａは，消防情報システムとして不可欠

なもの，優先度Ｂは，Ａの業務とともにシス

テム化を行うことが望ましいが，困難な場合

にはＡの業務システムを開発・運用した後，

続いてシステム化すべきものを示す。

この他にも，システム化か考えられる業務

があるが，状況に応じて優先度Ｃとして将来

的にシステム化されることになろう。

危険物施設に関する防火台帳の管理が基本と　　5. データベース

なる。防火台帳には，最新の施設や消防設備　　　 消防情報システムで利用するデータの体系

の状況，査察結果などが記載され，災害現場　　を図１に示す。

への支援情報としても活用される。さらに，　　　 地図データは，管内地図と地名・目標物名

これらの台帳をもとに，査察・違反処理，防　　 リストなどから成り，指令管制で災害地点の

火基準適合表示など各業務の支援システムの　　 決定のために利用される。車両データは，消

開発を行うことになる。　　　　　　　　　　　　防車両の現況と出動計画に関するデータで，

以上のような各業務のシステム処理機能と　　 出動隊の自動編成に利用される。

-
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図１　消防情報シ ステ ムにおけるデ ータの体系

夕）方式がある。指令管制で川いる管内地図

は，特に市街地・密集地では大きな縮尺のも

のが必要であり,データ量は非常に多くなる。

したがって，中規模都市のシステムでは，イ

メージ方式で光ディスクに格納することが適

しているといえよう。

図 ２　地図 デ ータの構造の 例

支援データには，救急隊に患者の搬送先を

指示するための病院データ，消防隊に部署水　　6. システムの形態

利を指示するための水利データ，防火対象物

や危険物施設の火災に対して迅速かつ的確な

消防活動を指示するための対象物データなど

がある。対象物データには，予防データとし

て入力される防火台帳の項目（施設，消防設

備，防火管理，査察結米などの文字・数値情

報）のほかに，警防図面，活動要領などの画

像情報も含まれる。

また，災害データは，活動状況や被害状況

などの災害記録であり，システム開発後の運

用により蓄積されていく。

指令管制システムは，通報受付から出動ま

での時間の短縮を図るためのものであり，各

機能は高いレスポンスが要求される。また，

予防システムは，大虻の防火台帳を効率よく

符理する必要がある。これらを実現するため

には，図１のデータについて，それぞれの利

用形態に適したデータ構造を検討したうえで

データペース化を行う必要がある。

１例として，地図データの構造を図２に示

す。地図をコンピュータで管理するための方

法としては。ベクトル方式とイメージ（ラス
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消防情報システムの形態としては，次のよ

うなものが考えられる。

①消防本部にホストコンピュータを導入

し，消防署・出張所に端末装置を設置した

オンラインシステム

②消防本部，消防署・出張所にそれぞれパ

ソコンまたはワークステーションを設置し

たスタンドアロンシステム

中規模以上の都市においては。消防機関の

組織構成，業務連用形態を考えた場合，効果

的なシステムを俳築するためにはオンライン

システムとすることが望ましい。ただし，災

害発生件数や対象物数が少ない小規模都市に

おいては，スタンドアロンによるシステム化

も有効と考えられる。

7｡ システムの構成

7.1　 オンラインシステム

（1）　ホストコンピュータ

中規模都市において消防情報システムを構

築する場合のホストコンピュータは，小型汎

用コンピュータあるいはオフィスコンピュー

－41 －



夕程度のものが適当であろう。どの機種を選

択するかは，災害発生頻度，データ量，シス

テム化業務の内容，端末数などから総合的に

判断して，指令管制システムで要求されるレ

スポンスが確保できることを条件に決めるこ

とになる。

オンラインシステムには，ホスト２台によ

るシステム（デュープレックスシステム）と

ホスト１台によるシステムが考えられる。

デュープレックスシステムは，使用中のホス

トに異常が生じた場合，直ちに待機中のホス

トに切り換えることができ，信頼性の高いシ

ステムといえる。また，デュニプレリクスで

は，システム運用中に待機中のホストにより

データメンテナンスを行うことも可能とな

る。どちらを選択するかは主に災審発生頻度，

すなわちシステムの異常が指令竹制業務に与

える影響を勘案して決定することになろう。

ホストコンピュータが１台の場合，ホスト

とパソコンを接続し，特に緊急性を要する指

令管制の処理をパソコンで行うことにより，

負荷を分散させて高レスポンスを確保するよ

うな方法も考えられる。

（2） 本部端末

消防本部に設置する端末としては，次のも

のがある。

①　指令端末

指令台に設置し，指令竹制や支援情報

の検索に利川する端末である。竹内地図

や警防図而を表示するためのイメージ

ディスプレイとセットで，指令台の数だ

け必要になる。

②　予防端末

本部での予防業務に利用する端末で，

予防業務担当セクションに必要台数設置

さ れ る 。

こ の ほ か に も ， 警 防 シ ス テ ム の デ ー タ メ ン

テ ナ ン ス 用 端 末 ， シ ス テ ム 管 理 用 端 末 が 各 １

～ ２台 程 必 要 と な ろ う 。

本 部 内 で は ，ＬＡＮ （Ｌｏｃａｌ Ａｒｅａ Ｎｅtｗｏｒk）

に よ り ホ ス ト ・ 端 末 問 の 高 速 の デ ー タ 転 送 が

可 能 と な る 。 ま た ， シ ス テ ム 導 入 時 に 十 分 な

数 の 端 末 を 接 続 で き る よ う に 準 備 し て お け

ば ， 後 か ら 容 易 に 増 設 す る こ と が で き る 。

（3 ） 署 所 端 末

警 防 （指 令 ） 端 末 と し て ， 各 署 所 に １台 ，

本 部 か ら の 出 動 指 令 を 受 け る た め の 装 置 と ，

車 両 状 況 を 設 定 す る た め の 装 置 が 必 嬰 と な

る 。 こ の た め の 端 末 装 置 は ， 入 出 力 デ ー タ 量

が 少 な い た め ， デ ィ ス プ レ イ ， キ ー ボ ー ド ，

プ リ ン タ を 備 え て い れ ば ， 低 性 能 で 安 価 な も

の で 十 分 で あ る 。

こ の 他 に ， 各 署 所 に お い て 予 防 業 務 を 行 う

た め の デ ー タ端 末 が 必 要 に な る 。 こ れ は 査 察

結 果 の 入 力 が 主 な 川 途 に な る が ， 災 害 記 録 の

人 力 な ど に も 活 用 さ れ る 。構 成 と し て は, デ ィ

ス プ レ イ， キ ー ボ ー ド ， プ リ ン タ を 備 え た も

の が 必 要 で あ る 。 デ ー タ の 分 散 処 理 を 行 う 場

合 に は ハ ー ド デ ィ ス ク も 必 要 と な る 。 入 出 力

デ ー タ が 多 く な る た め ， 指 令 端 末 よ り 高 性 能

の パ ソ コ ン あ る い は ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン が 適

し て い る 。

こ の 予 防 端 末 は ， 各 署 所 に 最 低 １台 設 置 す

る こ と が 望 ま し く ， 職 貝 の 多 い 署 で は 複 数 台

設 置 す る 必 要 性 も 生 じ て く る 。 そ の 場 合 ， 何

台 も ホ ス ト と 接 続 す る こ と は コ ス ト が 高 く な

る た め ， 接 続 は １ 回 線 と し オ フ ラ イ ン 利 用 と

オ ン ラ イ ン 利 用 を 使 い 分 け る 必 要 が あ ろ う 。

（4 ） デ ー タ 通 信 機 器

ホ ス ト と 署 所 端 末 を 接 続 す る デ ー タ 回 線 の
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図３　 オンライン システ ムの構成例（人口30万人程度 ）

転送速度は，指令端末については入出力デー　　多重モデムの価格との比較になる。

夕が少なく2,400bpS2）程皮で十分であろう。　　 （5） システム構成例 。

一方，予防端末は，一度に多量（ディスプレ　　　人口30万人程度の都市を想定したシステム

イ１画而分程度）のデータ転送が見込まれ，　　 構成の例を図３に示す。ホストコンピュータ

通常の会話処理システムとしてのレスポンス　　 はデュープレックス構成とし，什機中のホス

を実現す るためには，少なくとも4,800bpS　　 卜により予防業務や災害統計などの処理を行

以上が要求される。　　　　　　　　　　　　　 う。 本 部 と 署 所 の デー タ回線 は １ 回線

また，回線の接続形態としては次の２つが　 （9,600bpS ）を多重モデムにより時分割使

考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　 用するものとしている。

①　指令同線と予防回線の２川線を布設す　　7.2　スタンドアロンシステム

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本部に指令専用パソコンと予防業務用パソ

②　1回線を多重モデムにより時分割使用　　コンを，また，各署所に予防業務用パソコン

する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を設置する。

回線の信頼性の面からみると２回線布設す　　　本部の指令専用パソコンは，通報受付から

ることが望ましい。コスト的には，同線料と　　 出動指令までの指令管制のすべて（あるいは

N０.25 1991(夏季) 43 －



一部)の処理と支援情報の検索・表示を行う。

この装置は，地図表示用のイメージディスプ

レイとセットで指令台の数だけ必要になる。

このシステムは比較的小規模の祁市を対象と

するものであり,設吐台数は1～2台となろう。

予防用パソコンは，本部と署所に最低１台

設置し，それぞれが担当する防火対象物や危

険物施設の台帳を格納し管理する。また，署

所のパソコンは災害記録の人力にも用いられ

る。本部において，台帳竹理のほかに災害統

計などを行う場合には複数台必要となろう。

8｡ システム構築上の留意点

最後に，消防情報システムを俳築する場合

の留意点を整理しておく。

①　システムのレスポンス

これまでにも述べたように，指令管制

の鳥レスポンスを絶対条件として，シス

テムの機能構成，データ構造，ハードウ

ェア構成などを決定する必要がある。

②　システムの信頼性

指令竹制システムには，レスポンスの

ほかに信頼性が要求される。しかし，高

度な信頼性を確保するには，システム構

築のためにかなりのコストがかかる。シ

ステムに障害が発生した場合，業務（社

会）に与える影響は災害発生頻度が高い

ほど大きくなる。したがって，システム

するのは一般職員であり，コンピュータ

の専門職貝ではない。したがって，シス

テムを円滑に連用していくためには，操

作性が重要な要素となる。

④　データの即時入力

システム化により業務の効率化を図る

ためには，日常業務の一環としてコン

ピュータ処理を行えるようなシステムで

なければならない。したがって，消防活

動や予防査察などを行ってデータが発生

した場合，直ちに直接コンピュータに人

力することを原則とすべきである。

⑤　ソフトウエアの保護

オンラインシステムとする場合，第３

者によるデータの参照や誤操 作による

データの破壊などが懸念される。これを

防ぐため,端末利用者を限定したり,デー

タベースにアクセス資格を設定するなど

の保護対策が必要になる。

⑥　システム管理体制の整備

システム化を行う場合，システムの構

築だけでなく，その後のシステムやデー

タのメンテナンスなどが重要になる。し

だがって，消防本部内にシステムを管理

するためのセクションを設けることによ

り，一般職員に対するシステム教育も含

めて，システムの管理を行っていくこと

が望ましい。

の障害に対してどの程度の対策を講ずる　　1 ）　中規模都市における消防業務のコンピュータ

かは,その地域の災害発生頻度をもとに，　　　総介利用のモデル化に関する調査研究轍告書，

システムの障害が与える影響と信頼性を　　　 平成３年３月

確保するためのコストを比較検討して決　　2）blps:データ転送速度の単位でbit per

定することになる。

③　システムの操作性

業務の運用にあたってシステムを操作

44 －

sｅｃｏｎｄ の 意 味 。
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